
補助金の返還が必要です。

確認書（※1）の提出は不要です。
撤去工事完了後、報告書(※2)に確定申告書の写しを添付
して提出してください。

以下の①～③のいずれかに該当するため、補助対象費用に係る消費税については控除対象仕入税額に算入しない。

①消費税法における納税義務者ではない。
②簡易課税事業者である。
③消費税の免税事業者であり、かつ課税事業者を選択してない。
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フ
ロ
ー
チ
ャ
ー
ト （※1）確認書とは、別紙「江東区ブロック塀等撤去助成事業に係る消費税仕入税額控除確認書」のことです。

（※2）報告書とは、別紙「（第１２号様式）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書」のことです。

その他不明点や消費税仕入税額控除制度の詳細については、お近くの国税当局（江東区内の場合、江東西税務署または江東東税務署）
にご相談ください。また下記の国税庁ＨＰも参照ください。

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shohi/6451.htm

消費税仕入税控除関係書類の提出について（江東区ブロック塀等撤去助成を受けようとする方へ）

消費税を含めて申請する。 はい

いいえ

補助金の返還はありません。

確認書（※1）の
「1.□ 消費税を含めずに申請します。」に
☑をつけて提出してください。

原則、工事金額が２５万円を超える場合はこ
ちらにチェックしてください。

江東区ブロック塀等撤去助成の申請にあたっては、確認書（※1）を提出してください。以下のフローチャートに従い記入をしてください。
消費税額を含めた事業費による補助金の受取をし、消費税仕入税控除を受ける場合は、補助金相当額を返還しなければならないことがあります。
その場合、別途、報告書（※2）の提出が必要になります。

消費税額及び地方消費税額の仕入税額控除を行わない場合、補
助金の返還はありません。

確認書(※1)の「2.□ 以下の理由により～」に☑をつけて、提
出ください。

いいえ

上記①～③に該当しないが、補助対象費用に係る消費税
については控除対象仕入税額に算入しない。

補助金の返還はありません。
確認書(※1)の「2.□ 以下の理由により～」および「2-4.□上記に該当しないが、補助対象費用
に係る消費税については控除対象仕入税額に算入しない。」に☑をつけて、提出ください。

また確定申告後、「控除対象仕入税額に算入していないことが分かる資料」を速やかに提出して
ください。

いいえ

はい

はい


